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豊下 彦 教授 略歴
1945年１月 兵庫県宝塚市に生まれる。
学歴
1969年３月 京都大学法学部卒業
1995年11月 法学博士 (京都大学・論法博102号
― 拙著『日本占領管理体制の成立』)
職歴
1969年４月 京都大学法学部助手
1972年８月 京都大学法学部助教授
1997年４月 立命館大学法学部教授
2000年４月～2013年３月 関西学院大学法学部教授
主 要 論 著
著書
『イタリア占領史序説 ─戦後外交の起点―』 (有斐閣，1984年10月)
『日本占領管理体制の成立 ―比較占領史序説―』
(岩波書店，1992年４月)
『安保条約の成立 ―吉田外交と天皇外交―』 (岩波新書，1996年12月)
『パワー・ポリティクスと日本外交』
(同志社大学人文科学研究所，1998年２月)
『集団的自衛権とは何か』 (岩波新書，2007年７月)
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『昭和天皇・マッカーサー会見』 (岩波現代文庫，2008年７月)
韓国語版 『ヒロヒトとマッカーサー』
(権 赫泰，韓国・聖公大学教授訳
Kaemagowon Publishing Co., Seoul, 2009)
『日本外交の「第三の道」と沖縄』
(琉球新報社 『琉球フォーラム・二二七号』2012年３月)
『｢尖閣問題」とは何か』 (岩波現代文庫，2012年11月)
共著書
『ブッシュ政権のグローバル戦略と宗教』
(豊下彦・栗林輝夫・森孝一・村田晃嗣，
関西学院大学出版会，2004年７月)
編著
『安保条約の論理 ―その生成と展開―』 (柏書房，1999年４月)
共編著
『占領改革の国際比較 ―日本・アジア・ヨーロッパー』
(豊下彦・油井大三郎・中村政則編，三省堂，1994年６月)
共著―拙論所収
『1940年代の世界政治』
(龍谷大学社会科学研究所編，ミネルヴァ書房，1988年５月，
拙論「『無条件降伏』と戦後世界秩序」所収)
『昭和の終焉』
(岩波新書編集部編，岩波書店，1990年１月，
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拙論「天皇・マッカーサー会見の検証」所収)
『日本同時代史 (２)』
(歴史学研究会編，青木書店，1990年10月，
拙論「比較の中の日本占領」所収)
『グラムシの思想空間』
(安藤紀典・水田洋編，社会評論社，1992年11月，
拙論「グラムシ・双極体系・移行」所収)
『戦後日本の原点 (上)』
(袖井林二郎・竹前栄治編，悠思社，1992年７月，
豊下彦・袖井林二郎対談「世界史のなかの日本占領」所収)
『太平洋戦争の終結 ―アジア・太平洋の戦後形成―』
(細谷千博・入江昭他編，柏書房, 1997年９月，
拙論「対日占領管理機構の形成とその背景」所収)
『戦後五〇年をどうみるか (上)』
(立命館大学人文科学研究所編，人文書院，1998年７月，
拙論「冷戦体制とポスト冷戦」所収)
『世界史のなかの太平洋』
(佐藤幸男編，国際書院，1998年８月,
拙論「太平洋をめぐる米ソ 『勢力圏分割』」所収)
『南から見た世界 (６)』
(木畑洋一編，大月書店, 1999年７月，
拙論「地域紛争と 『予防外交』」所収)
『市民がつくる21世紀の日本国憲法』
(民主法律家協会編，かもがわ出版，2002年４月，
拙論「日本の安全保障と憲法改正問題」所収)
『日米安保体制・その現状と課題』
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(防衛庁・外務省編, 政経調査会，2002年４月，
拙論「安保条約と集団的自衛権」所収)
『東北アジア時代の提言』
(武者小路公秀監修，平凡社, 2003年７月，
拙論「東北アジア安全保障協力機構の構想にむけて」所収)
『戦争と平和の同時代史』
(同時代史学会編，日本経済評論社, 2003年12月，
拙論「安保条約の現点と原点」所収)
『歴史の中の現在 (展望日本歴史 第23巻)』
(三宅明正・高野和基編，東京堂出版，2004年９月，
上記拙論「比較のなかの日本占領」再録)
『占領とデモクラシーの同時代史』
(同時代史学会編，日本経済評論社，2004年12月，
拙論「占領と 『ねじれ』の問題」所収)
『21世紀の安全保障と日米安保体制』
(菅英輝・石田正治編, ミネルヴァ書房，2005年７月，
拙論「東アジアの構造変容と沖縄問題の位相」所収)
『岩波講座 アジア・太平洋戦争 (８)』
(倉沢愛子・油井大三郎他編，岩波書店，2006年７月，
拙論「占領と排他的支配圏の形成」所収)
『この国のゆくえ』
(週刊金曜日編集部編，株式会社金曜日，2006年12月，
拙論「天皇・マッカーサー会談―昭和天皇と歴史の
ねじれ－」所収)
『日中韓ナショナリズムの同時代史』
(同時代史学会編，日本経済評論社，2006年12月，
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拙論「ナショナリズムの時代状況」所収)
『人はなぜ戦争をしたがるのか』
(週刊金曜日編集部編，株式会社金曜日，2007年11月，
拙論「非武装を語る前に」所収)
『これからどうする』
(岩波書店編集部編，岩波書店，2013年６月，
拙論「安保条約をどうするか」所収)
『冷戦と同盟―冷戦の終焉の視点から』
(菅英輝編，松籟社，2014年３月，
拙論「『安保の論理』の歴史的展開」所収)
翻訳
『イタリア人民の歴史 (Ⅰ・Ⅱ)』
(ジュリアーノ・プロカッチ著, Ⅰは斉藤康弘・豊下彦共訳，
Ⅱは豊下彦訳，未来社, 1984年８月，12月)
『柔らかいファシズム』
(ヴィクトリア・デ・グラツィア著，
豊下彦・高橋進・後房雄・森川貞夫訳，有斐閣，1989年４月)
共同編集
『年報・日本現代史』創刊号
(『戦後50年の史的検証』豊下彦・粟屋憲太郎・吉田裕・
森武麿編集，東出版，1995年５月)
『年報・日本現代史』第２号
(『現代史と民主主義』東出版, 1996年５月，
拙論「『吉田ドクトリン』の再検討」所収)
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『年報・日本現代史』第３号
(『総力戦・ファシズムと現代史』現代史料出版，1997年８月)
『年報・日本現代史』第４号
(『アジアの激変と戦後日本』現代史料出版，1998年６月)
『年報・日本現代史』第５号
(『講和問題とアジア』現代史料出版, 1999年８月)
『年報・日本現代史』第６号
(『軍事の論理の史的検証』 現代史料出版，2000年５月,
「特集解説」執筆)
『年報・日本現代史』第７号
(『戦時下の宣伝と文化』現代史料出版, 2001年５月)
『年報・日本現代史』第８号
(『戦後日本の民衆意識と知識人』 現代史料出版，2002年５月)
『年報・日本現代史』第９号
(『象徴天皇制と現代史』現代史料出版, 2004年３月，
座談会「日本現代史のなかの昭和天皇」担当)
書評
Ｓ・ガランテ 『歴史的妥協の終焉』 (『国際政治』第70号，1982年５月)
袖井林二郎編 『世界史のなかの日本占領』
(『エコノミスト』1985年７月30日号)
広瀬佳一 『ポーランドをめぐる政治力学』
(『歴史学研究』第657号，1994年４月)
三浦陽一 『吉田茂とサンフランシスコ講和条約 (上下)』
(『日本史研究』第422号，1997年10月)
升味準之輔 『昭和天皇とその時代』 (『図書新聞』1998年10月３日)
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Ｒ・Ｄ・エルドリッヂ 『沖縄問題の起源』 (『東京新聞』2003年８月17日)
吉次公介 『日米同盟はいかに作られたか』 (『東京新聞』2011年10月30日)
事典
『戦後史大事典』
(佐々木毅他編，三省堂, 1991年３月,
「降伏」｢極東委員会」｢対日理事会」の項執筆)
『日本史文献事典』
(黒田日出男他編，弘文堂，2003年12月,
「エポックメーキングな著作」の項で拙著
『日本占領管理体制の成立』 『安保条約の成立』の解説担当)
論文
「イタリアの参戦決定過程をめぐる一考察」
(『法学論叢』第90巻 1・2・3号，1971年12月)
「リソルジメント研究史の諸問題」
(『法学論叢』第92巻 4・5・6 号, 1973年３月)
「近代イタリア国家形成の国際的契機 (一)」
(『法学論叢』第98巻６号，1976年３月)
「近代イタリア国家形成の国際的契機 (二)」
(『法学論叢』第99巻１号，1976年４月)
「近代イタリア国家形成の国際的契機 (三・完)」
(『法学論叢』第99巻２号，1976年５月)
「イタリアの戦後再建過程をめぐる 『継続性』論」
(『法学論叢』第110巻 4・5・6 号，1982年３月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (一)」
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(『法学論叢』第111巻５号，1982年８月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (二)」
(『法学論叢』第112巻１号，1982年10月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (三)」
(『法学論叢』第112巻４号，1983年１月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (四)」
(『法学論叢』第113巻４号，1983年７月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (五)」
(『法学論叢』第113卷５号，1983年８月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (六)」
(『法学論叢』第114卷２号，1983年11月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (七)」
(『法学論叢』第114卷３号，1983年12月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (八)」
(『法学論叢』第115卷１号，1984年４月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (九)」
(『法学論叢』第115卷３号，1984年６月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (十)」
(『法学論叢』第115卷４号，1984年７月)
「連合国の対伊占領政策の展開・一九四三年～四五年 (十一・完)｣
(『法学論叢』第115卷５号，1984年８月)
「比較占領史研究への一視角」
(『法学論叢』第118卷 4・5・6 号，1986年３月)
「イタリア占領と日本占領」 (『学鐙』第83卷３号，1986年３月)
「『無条件降伏』の比較研究─ルーマニアの 『休戦』─」
(『法学論叢』第120卷 4・5・6 号，1987年３月)
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「比較占領史の分析枠組」 (『書斎の窓』第376号，1988年 7・8 月)
「排他的占領管理体制の形成」 (『国際政治』第89号，1988年９月)
「日本占領管理体制の形成過程─問題の特異性とロンドン外相会議─」
(『法学論叢』第124卷１号，1988年10月)
「日本占領管理体制の形成過程─ 『ダブルスタンダード』の諸問題─」
(『法学論叢』第124卷 5・6 号，1989年３月)
「イタリアにおける共和制への道」(『歴史学研究』第600号，1989年11月)
「『天皇・マッカーサー会見』の歴史的位置 (上)」
(『世界』1990年２月号)
「『天皇・マッカーサー会見』の歴史的位置 (下)」
(『世界』1990年３月号)
「日本占領管理体制の形成過程─ 『三省調整委員会』における政策形成―
(一)」 (『法学論叢』第128卷１号，1990年10月)
「日本占領管理体制の形成過程─ 『三省調整委員会』における政策形成―
(二・完)」 (『法学論叢』第128卷２号，1990年11月)
「日本占領管理体制の形成過程─ 『第二のヤルタ』へ─」
(『法学論叢』第128卷 4・5・6 号，1991年３月)
「脅威認識について」 (『占領史研究通信』第３号，1994年２月)
「『冷戦の終焉』と冷戦史研究」
(『法学論叢』第134卷 5・6 号，1994年３月)
「切り離された領土」 (『世界』1994年４月臨時号)
「第二次大戦と冷戦体制」 (『歴史学研究』第677号，1995年10月)
「吉田外交と天皇外交─講和交渉の再検討─」 (『世界』1995年11月号)
「『吉田ドクトリン』と 『象徴天皇』」
(『歴史地理教育』第568号，1997年10月)
“On the Interaction of Politics and History―Japan-Korea Relations and
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Japanese Diplomacy―,” Ritsumeikan Law Review No. 14, March 1998
「ＮＡＴＯ新戦略と周辺事態法」 (『世界』1999年７月号)
「日米安保体制をどう考えるか｣
(文藝春秋編 『日本の論点2000』 1999年11月)
“Security Dilenma and International public Goods -U.S.-China Relations
and Japan’s diplomacy-,” Ritsumeikan Journal of International Relations
and Area Studies, Vol. 1, March 2000
「新旧ガイドラインの比較分析と日本外交―朝鮮半島情勢との関連におい
て─」 (『国際地域研究』第17号，2000年12月)
「安保条約と集団的自衛権」 (『軍縮問題資料』2001年９月号)
「日本型現実主義の再検討」 (『平和研究』第26号，2001年11月)
「『新しい戦争』と 『旧い同盟』」 (『世界』2002年１月号)
「再考・吉田外交」
(菅英輝・田中明彦・坂元一哉との座談会, 『論座』2002年１月号)
「安保条約の成立過程に関する研究動向―拙著 『安保条約の成立』をめぐっ
て─」 (『法と政治』52巻４号，2001年12月)
「『現実主義』というヘゲモニー」
(『立命館大学人文科学研究所紀要』78号，2001年12月)
「昭和天皇・マッカーサー会見を検証する (上)」(『論座』2002年11月号)
「昭和天皇・マッカーサー会見を検証する (下)」(『論座』2002年12月号)
「ウィルソンを纏うマキャヴェッリ」(『歴史学研究』769号，2002年11月)
「『韓米同盟の再定義』と日本の選択」
(『21世紀北東アジア平和構築と地域協力』
立命館大学国際地域研究所，2003年２月)
「東アジアの安全保障体制のシステム転換にむけて」
(科学研究費基礎研究 (Ａ) 『21世紀におけるアジア太平洋の安全
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保障と日米安保体制の総合的研究』
研究代表者・菅英輝，研究成果報告書，2003年３月)
「北東アジアの危機の構造と安全保障秩序の変容」
(『法律時報』第931号，2003年６月)
「東北アジアの平和の展望 (シンポジウム)」
(『法と民主主義』第383号，2003年11月)
「『脅威の再生産』を断ち切る道」 (『論座』2004年８月号)
「ミサイル防衛に翻弄される日本外交」 (『世界』2005年３月号)
「天皇・マッカーサー会談―昭和天皇と歴史の ねじれ－」
(『週刊金曜日』2006年 9 月 8 日号)
「昭和天皇と安保条約」 (『週刊金曜日』2009年５月１日，８日合併号)
「日米安保における 『対等性』とは何か」 (『世界』2009年11月号)
「『尖閣問題』と安保条約」 (『世界』2011年１月号)
「安保条約と 『脅威論』の展開」
(『立命館平和研究』第12号，2011年３月)
「安保条約と 『領土問題』」 (『法の科学』第42号，2011年９月)
「日本外交の 『第三の道』に関する覚書 (上)」
(『法と政治』62巻４号，2012年１月)
「『尖閣購入』問題の陥穽」 (『世界』2012年８月号)
「『領土問題』の戦略的解決と日本外交の 『第三の道』を求めて」
(『現代思想』2012年12月号)
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